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1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

海事産業への脱炭素要求の加速によりアンモニア燃料船市場形成を予想

（出典:国土交通省）

さらに加速させる機運あり、、、如何にして?

カーボンニュートラル社会におけるアンモニア燃料船産業アーキテクチャカーボンニュートラルを踏まえた国際海運業界トレンド認識

 アンモニア燃料船
 水素燃料船
 低速LNG＋風力推進船
 排出CO2回収船

:2025年就航可能性あり
:技術的ハードル高
:ゼロエミとはなり得ず
:技術的ハードル高

 市場機会:
 荷主の環境意識の高まりによるゼロエミ貨物輸送の

ニーズ拡大
 他国が開発をする前に、代替承認手続による建造

 日本海事クラスターに与えるインパクト:
 他国からのシェア奪回による国際競争力上昇

 経営ビジョン:
世界のインフラである海運の担い手として、継続的企業価値
向上へ向けて、
・顧客に選ばれる安心・安全なサービス品質の追及
・脱炭素への取組み
を推進

燃料生産（各国・各地）

造船業界 海運業界

燃料供給（各拠点）

建造契約

燃料供給

アンモニア燃焼エンジン
エンジンメーカー

アンモニア燃料船
保有・運航

船主・海運会社

荷主

アンモニア燃料船建造
造船所

燃料調達

ブルーアンモニア
グリーンアンモニア

生産者

アンモニア燃料
船舶供給

バンカリング業者

エンジン供給
⾧期用船

業界の枠を超えた連携
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1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット

造船・海運市場のうち大型撤積船をターゲットとして想定
ターゲット概要国際海運セグメント分析

以下背景によりまずは大型撒積船から着手する
 日本海事産業の差別化のためには日本の造船・海運市場に

おけるVolume Zoneたる船型を選択することが望ましい。
 燃料供給拠点整備も同時に行うため、想定される運航航路

が限定的である船型が好ましい。
 当社の運航隻数の19％を占め、GHG削減効果も大きい。

 大型撒積船（ケープサイズバルカー）は主に鉄鉱石の
輸送に従事する船型。

 大型撒積船は1隻で年間約1万㌧の重油を消費し、
約3万㌧のCO2を排出する（アンモニア換算では年間
約2万㌧必要）。

 資源会社や製鉄会社は環境意識が高く、ゼロエミ輸送
についてもニーズが期待される。

想定航路

ブラジル～極東
ブラジル～欧州

マレーシア～極東
南ア～極東
南ア～欧州
豪州～極東

需要家

資源会社

製鉄業

川崎汽船運航隻数

CAPE

その他ドライバルク

CHIP

電力炭船

LNG船

油槽船

オフショア支援船

海洋掘削船

FPSO

自動車船

近海・内航

コンテナ船
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 社会
 CO2排出量削減

 荷主
 ゼロエミッション貨物輸送

ソリューションの提供

 造船業
 アンモニア燃料船の開発

機会創出

 燃料供給業者
 アンモニア燃料供給拠点

整備機会創出

 燃料生産業者
 アンモニア需要拡大

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル

持続可能なカーボンニュートラルな輸送サービス事業を創出/拡大
ビジネスモデル概要と研究開発計画社会・顧客に対する提供価値

建造契約
（コスト）

NH3燃料船建造
造船所

NH3燃料大型撤積船
保有・運航

船主・海運会社 運送契約
（収入）

鋼材納入

NH3燃料
船舶供給

バンカリング業者

燃料購買
（コスト）

NH3燃焼エンジン
エンジンメーカー

NH3燃料大型撤積船
運航

管理会社

荷主
製鉄業

鉱業・資源メジャー

船舶管理
（コスト）

エンジン供給

消耗品
定期保守部品

購買

 一方で、足元での従来燃料船との船価競争力も必須。さもなくば、足元の運賃は競
争力のないものとなり、またその結果、荷主の最終製品の競争力も失われることとなる

 GI基金の補助金により競争力向上が必要

 海上輸送サービスを将来にわたり持続させるにはカーボンニュートラル化が必須。

※ アンモニア協議会（次項）
を通じて予め船級ガイドラインの
評価等を行うことにより安全性・
船質を確保、円滑な代替承認
取得を目指す
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1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル

ビジネスモデル概要と研究開発計画（補足）

エネルギー・鉱山・製鉄・電力・化学・ターミナル・海運・造船・製造・舶用燃料供給・船級協会等、計34企業・団体にてアンモニアの共通課題を検討

（ ①アンモニア燃料船の安全性評価 ②アンモニア燃料供給における安全性評価 ③舶用燃料としてのアンモニア仕様 ④アンモニア製造におけるネットCO2排出量 ）

本取組に於いて、世界最大級のアンモニア製造者である米CF INDUSTRIES社、加NUTRIEN社やノルウェーYARA社からも協力を得ており、今後、他アンモニ
ア製造者、関連する国際機関、舶用アンモニア燃料供給国として可能性の高い国の港湾管理者・当局にも意見、見解、専門知識、経験の共有を依頼。

JOINT STUDY（“協議会”） FRAMEWORK by

共通課題検討を目的とする協議会に参画
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1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング

統合型プロジェクトの強みを生かし、荷主にゼロエミ貨物輸送サービスを提供

 荷主に対する提供価値

ゼロエミッション貨物輸送ソリューションの提供

他プロジェクトに対する比較優位性（アンモニアの舶用燃料利用）自社の強み、弱み

 自社の強み
 世界トップクラスのCAPEサイズオーナーオペレーター、

船舶管理、船員管理、運航管理ノウハウ、多岐に
わたる荷主との⾧期にわたる良好な関係/契約基
盤を有す。

 LNG、LPG、アンモニアといった多様な液化ガス運
搬船の運航・管理実績。

 液化ガス燃料船についてもLNG燃料PCCの運航・
管理実績を有す。またLNG燃料CAPEサイズバル
カーを発注済み。

 自社の弱み
 アンモニア燃料の供給事業・拠点未確保
→ 燃料船の開発/保有運航、燃料の供給/生産をカ
バーする、統合型プロジェクトの本コンソーシアムに参画。

燃料
供給

燃料船
開発

保有
運航

燃料
生産

〇〇 〇 〇
本コンソーシアム

伊藤忠・日本シップヤード
三井E&Sマシナリー

川崎汽船
NSユナイテッド海運 協議会

アンモニアの舶用燃料使用に関する共通課題検討

△
供給者不明

〇 〇 △
生産者限定

Castor Initiative
MISC・三星重工・LR

MAN・ヤラ・MPA

△
韓国限定

〇 〇 △
生産者限定

韓国コンソーシアム
現代商船・ロッテ精密化学・
ロッテグローバルロジスティクス・

ポスコ・KSOE・KR

-〇 - -
アンモニア焚きコンテナ船

大連船舶重工
MAN・LR

-〇 〇 -
ベルギー船社・CMB
（大型撒積船）

中国造船所
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1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像

4年間の研究開発後、2027年頃の社会実装、2040年代での投資回収を
想定

2023年度 ・・・ 2026年度 2027年度 ・・・ 2040年代

研究開発費

取組の段階 アンモニア燃料船開発 実証運航 商業運航

CO2削減効果(/年) - ・・・ 2万トン 2万トン ・・・

 事業戦略
 本事業終了後も本船保有、アンモニア燃料船に関する知見を蓄積する。
 下記に加えて、パイロット案件として複数隻のアンモニア燃料船の取組を検討。
 アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発等の状況を踏まえて、2023年度から研究開発を開始

 本事業における事業計画(1隻のみ)

研究開発 商業運航

約30億円 (*)

投資回収

(*) コンソーシアム合計の金額
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1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

研究開発段階から将来の日本海事産業差別化に寄与する計画推進

取組方針

国際競争上
の優位性

マーケティング研究開発・実証 設備投資

 アンモニアの物性を考慮したアン
モニア燃料船舶の開発・建造

 アンモニア燃焼エンジン用燃料
供給システムの構築

 アンモニア協議会を通じて予め
船級ガイドラインの評価等を行
うことにより安全性・船質を確保、
円滑な代替承認取得を目指す

 大型撒積船への投資（共同
保有・運航）

 アンモニア燃料船の就航に向け
た船員の育成

 統合型プロジェクトの強みを生
かし、荷主にゼロエミ貨物輸送
サービスを提供

 荷主（国内製鉄所や海外
資源メジャー）へのアプローチ

 荷主に対して、船型開発・建造
に留まらず、保有・運航、燃料
供給拠点整備、燃料調達まで
をカバーすることが可能。

 ゼロエミ船マーケットでの存在感
確保。

 国内外でアンモニアの需要を創
出、アンモニア輸送への展開が
期待できる

 海外勢との競争における、国内
海事産業の育成に寄与

 多様な液化ガス運搬船・液化
ガス燃料船の運航・管理実績
を活かした船員育成プログラム

 世界トップクラスの安全運航実
績・安全運航管理体制

 LNG、LPG、アンモニアといった
多様な液化ガス運搬船の運
航・管理実績

 液化ガス燃料船についてもLNG
燃料PCCの運航・管理実績を
有し、またLNG燃料CAPEサイ
ズバルカーも発注済み
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1. 事業戦略・事業計画／（7）資金計画

資金計画 (コンソ全体)

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

事業全体の資金需要

研究開発投資

国費負担

自己負担

約30億円

 アンモニア燃料船開発において、以下の研究開発に対してコンソーシアムにて資金計画を予定
 アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発
 船外への排出物抑制技術の開発
 アンモニア燃料船特有の安全性に関する開発
 アンモニア燃料タンクを搭載した船体開発
 船内アンモニア燃料ハンドリングシステム
 船内安全システム
 アンモニア燃料船の実船実証

上記研究開発費用の一部は自己負担を計画

約30億円

約20億円

約10億円
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2. 研究開発計画
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2. 研究開発計画／（0）研究開発計画概要

各主体の研究開発内容詳細
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2028年までの出来るだけ早期にアンモニア燃料船の商業運航を実現

アウトプット目標

日本シップヤード

三井E&Sマシナリー

伊藤忠商事
川崎汽船
NSユナイテッド海運

実施主体

伊藤忠商事

2. アンモニア燃料船の開発

1. アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発
2. 船外への排出物抑制技術の開発
3. アンモニア燃料船特有の安全性に関する開発
4. アンモニア燃料船の実船実証(メーカーでの研究)

研究開発内容詳細

P13/14
P15
P16
P17

2. (1)

5. アンモニア燃料タンクを搭載した船体開発
6. 船内アンモニア燃料ハンドリングシステム
7. 船内安全システム
8. 実船実証による研究開発内容の検証

P18

9. アンモニア燃料船の実船実証(船主での研究)

P20
～

P24

2. (2)

P25

2. (3) 2. (4)

P29
～

P31

2. (5)

P32

10.アンモニア燃料供給実証

P27 P28

P33P26P19
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発(1)

研究開発項目

研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

[2022年度末まで]
陸上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転実施に向けて、基本設計完了。
[2023年度以降]
陸上試験及び海上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転を行い、装置の健全
性を確認し、実船実証が可能な状態にする。開発品に対する船主向けトレーニングを実施。

アウトプット目標

KPI評価時期:2022年度末
・アンモニア燃料タンクおよびその周辺機器系統
図作成
・ 総容量4000m3以上

開発船の主要目に従い、タンクの基本設計が完了したこ
とを確認する。

KPI評価時期:2024年度末
・ 燃料タンクの船級承認用図面作成

上記Aで決定した主要目に従い、タンクの詳細設計を進
め、船級承認を取得する。

KPI評価時期:2022年度末
過渡特性シミュレーションにより、過大な圧力変
動が生じないことを確認

過渡特性シミュレーションを実施し、設計諸元が適切で
あることを確認する。

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

1. アンモニア燃料タンク・燃
料供給システムの開発

研究開発内容詳細 KPI設定の考え方KPI研究開発内容細目
A) アンモニアタンクの
詳細設計

B) アンモニア燃料供
給装置(LFSS,FVT)
の開発
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発(2)

研究開発項目

研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

[2022年度末まで]
陸上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転実施に向けて、基本設計完了。
[2023年度以降]
陸上試験及び海上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転を行い、装置の健全
性を確認し、実船実証が可能な状態にする。開発品に対する船主向けトレーニングを実施。

アウトプット目標

KPI評価時期:2024年度末
・アンモニア焚機関、供給装置の船級承認取
得
・100%負荷試験時に過大な圧力脈動がない
ことを確認

陸上試運転にて、可能な限り実際のオペレーションを想
定した試験を行い、機関と供給装置の安全性が検証で
きたことを確認する。

KPI評価時期:2025年度末
・船上で船級ルール・ガイドラインへの適合確認

海上運転時に、通常運航時にアラーム発生が無いこと、
危急時に除害装置が作動することを最終確認する。

KPI評価時期:2025年度末
・アンモニア焚機関及び燃料供給装置のトレー
ニング実施

船員に対して必要なトレーニングを実施し、安全にアンモ
ニアのオペレーションができるよう指導する。

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

1. アンモニア燃料タンク・燃
料供給システムの開発

C) カップリング運転
（陸上試験）

研究開発内容詳細 KPI設定の考え方KPI研究開発内容細目

D) カップリング運転
（海上試験）

E)船員向けトレーニン
グ
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア焚主機関関連技術開発

研究開発項目

研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

アンモニアをSCRで直接使用できる噴射装置の開発及びパイロット燃料をバイオ化することで真のゼロエミッショ
ン船を実現させる。
なお、アンモニア焚主機関本体の開発は、MAN Energy Solution社のライセンス機関であり、
本補助の対象外とするが、開発状況は本プロジェクトに影響を与えるため、開発状況を確認するKPI設定を
行う。

アウトプット目標

KPI評価時期:2024年度末
・アンモニアスリップの最小化

通常のエンジンオペレーション時にSCR後の排気ガス中に
過大なアンモニアスリップを発生させないことを確認する。

グリーンイノベーション基金 補助対象外

KPI評価時期:完了時点
・陸上試験:パイロット燃料にバイオ燃料を使
用したアンモニア
運転時のNOx認証取得

GHGゼロエミ船実現のため、就航後にカーボンニュートラ
ル燃料をパイロット燃料としてすぐに使用できるようNOx
認証試験を実施する。

2. 船外への排出物抑制技
術の開発

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

研究開発内容詳細 KPI研究開発内容細目
A)排ガス低減(NOx, 
アンモニア, N2O) のた
めのSCR用噴射装置
及び触媒の開発

B)アンモニア焚機関の
開発
（補助対象外）

C)ゼロエミッション化へ
の取組
(3番船へのバイオ燃
料適用)

KPI設定の考え方
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料船特有の安全性に関する開発

研究開発項目

研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

[2025年度まで]
主管庁からの代替承認を得るために必要な安全性の検証を完了させること。

アウトプット目標

KPI評価時期:2025年度末
・アンモニアに適した材料の調査・選定が行われ
ているかを確認する。

腐食性を持つアンモニアに対応した材料選定が必要

KPI評価時期:2025年度末
・代替承認に必要な主機関及び燃料供給装
置の関連資料を作成する。

代替承認を得るため、計画したアンモニア燃料船の安全
性を実施し、潜在リスクを減らす。

3. アンモニア燃料船特有の
安全性に関する開発

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

A)アンモニアに対応し
た材料選定

B)代替承認手続きに
必要な安全リスク評価
のための資料整備

研究開発内容詳細 KPI研究開発内容細目 KPI設定の考え方
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料船の実証運航

研究開発項目

研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

開発したアンモニアタンク、供給装置が順調に稼働し、アンモニア燃料使用時でも定時運航が可能な状態
であることを確認する。

アウトプット目標

KPI評価時期:完了時点
・アンモニア燃料での安定運転の確認

様々な運航条件での経験をフィードバックできるよう運転
時間の目標設定を行う。
アンモニア燃料船の定時運航性を確認する。

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

4. アンモニア燃料船の実船
実証（メーカーでの研
究）

研究開発内容詳細 KPI研究開発内容細目 KPI設定の考え方
A)１番船実証運航
結果のフィードバック

B)2番船実証運航の
フィードバック

C)3番船実証運航の
フィードバック
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料タンク・供給システムを搭載したアンモニア燃料船の開発

研究開発項目
2. アンモニア燃料船の開発

研究開発項目

・開発したアンモニア燃料船による2028年までの商業運航達成
・燃料としてアンモニアを用いる場合の省スペース化、可燃性、毒性、腐食や漏洩への対策
・安全対策を適用した実船実証

アウトプット目標研究開発内容

② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開
発

アンモニア燃料タンクを搭載した最適配置、規則要件の成立
性の検証

燃料としてアンモニアを用いる場合の省スペース化、可燃性、
毒性、腐食や漏洩への対策を考慮した船体開発を実施
する

KPI設定の考え方KPI研究開発内容詳細
5. アンモニア燃料タンクを搭載した

船体開発

船内アンモニア燃料ハンドリング（補給、供給）システム配管
系統図の開発・作成

他の代替燃料との違いを明確化し、アンモニア燃料の特徴
を考慮したシステムの確立が必要。様々なバンカリング方
式に対応可能なシステムを構築する

6. 船内アンモニア燃料ハンドリングシ
ステム

ガス・火災探知装置、通風装置、防火要領図の開発・作成、
及び安全性検証のためのリスクアセスメント実施

強い毒性を持つアンモニア特性に対して、船内安全システ
ムの確立及びリスクアセスメントによる検証を実施する

各種試験を通じて、安全性だけでなく、オペレーション面での検
証も実施

8. 実船実証による研究開発内容
の検証

7. 船内安全システム

実船実証による各研究開発内容の検証・確認を実施し、
以後の設計へのFeedbackを行う。
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料船の実船実証・アンモニア燃料供給実証

研究開発項目
2. アンモニア燃料船の開発

研究開発項目

2028年までの出来るだけ早期にアンモニア燃料船の商業運航を実現

アウトプット目標研究開発内容

② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開
発

 アンモニア燃料船複数隻の確保
 アンモニア燃料船発注
 アンモニア燃料船の安定運航
 アンモニア燃料の供給

- アンモニア燃料供給拠点整備に必要
- 実船実証の為、本船発注が必要
- 商業運航実現の為、まずは安定運航を担保
- アンモニア燃料船の実船実証に不可欠

KPI設定の考え方KPI研究開発内容詳細
9. アンモニア燃料船の実船実証

（船主での研究）

 アンモニア燃料供給拠点の整備 - アンモニア燃料船の実船実証に不可欠10.アンモニア燃料の供給実証

※伊藤忠のみ
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

・アンモニア燃料タンクおよびその
周辺機器系統図を作成

・容量4000m3以上を確保

未実施 KPI達成
（TRL3)

・開発船主要目の決定、ステークフォル
ダーとの情報交換

・各種バンカリング方式の調査

達成可能
（100％）

1. アンモニア燃料タ
ンク・燃料供給シ
ステムの開発

研究開発内容詳細

A) アンモニアタンクの詳
細設計

研究開発内容細目

・燃料タンクの船級提出用図面
を作成

未実施 KPI達成
（TRL6)

・リスク評価、ステークフォルダーとの情報
交換

達成可能
（85％）

B) アンモニア燃料供給
装置 (LFSS, FVT) 
の開発

・過渡特性シミュレーションにより、
過大な圧力変動が生じないこと
を確認

未実施 KPI達成
（TRL3)

・開発船主要目の決定、ステークフォル
ダーとの情報交換

・流体解析シミュレーション実施

達成可能
（100％）
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

1. アンモニア燃料タ
ンク・燃料供給シ
ステムの開発

研究開発内容詳細

C) カップリング運転
（陸上試験）

研究開発内容細目

・アンモニア焚機関、供給装置の
船級承認取得
・100%負荷試験実施

・定常状態時の圧力脈動の抑
制

未実施 KPI達成
（TRL6)

・リスク評価
・機器の単体試験による事前評価
・十分な陸上試験検証機関の確保

達成可能
（85％）

D) カップリング運転
（海上試験）

・船上で船級ルール・ガイドライン
への適合確認

・海上試験事前検証のためのシ
ミュレータ装置の稼働

未実施 KPI達成
（TRL8)

・リスク評価、
・除害装置の事前検証

達成可能
（85％）

・アンモニア焚機関及び燃料供給
装置のトレーニング実施

未実施 KPI達成
（TRL8)

・陸上トレーニング設備/シミュレータの
整備

達成可能
（85％）

E) 船員向けトレーニン
グ
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

2. 船外への排出物
抑制技術の開発

研究開発内容詳細

A) 排ガス低減(NOx, 
アンモニア, N2O) の
ためのSCR用噴射装
置及び触媒の開発

研究開発内容細目

・アンモニアスリップ の最小化 未実施 KPI達成
（TRL6)

・SCR用触媒性能の評価
・SCR用アンモニア噴射装置の開発
・十分な陸上試験検証期間

達成可能
（85％）

B) アンモニア焚機関の
開発
（補助対象外）

グリーンイノベーション基金 補助対象外

C) ゼロエミッション化へ
の取組
(3番船へのバイオ燃
料適用)

・陸上試験:パイロット燃料に
バイオ燃料を使用したアンモニ
ア運転時のNOx認証取得

未実施 KPI達成
（TRL7)

・使用バイト燃料の特定・調達
・船級協会との事前協議

達成可能
（85％）



23

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

3. アンモニア燃料船
特有の安全性に
関する開発

研究開発内容詳細

A)アンモニアに対応した
材料選定

研究開発内容細目

・アンモニアに適した材料の調査・
選定が行われているかを確認

未実施 KPI達成
（TRL4)

・船級との事前協議、ステークホルダーと
の情報交換

・文献調査、 腐食試験の実施

達成可能
（85％）

B)代替承認手続きに
必要な安全リスク評
価のための資料整備

・陸上試験でのオペレーションにて
安全性に重大な影響がある事
象がないことを確認

・代替承認取得

未実施 KPI達成
（TRL4)

・ステークホルダーとの打合せ、船級及
び主管庁との協議

達成可能
（85％）
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

・アンモニア燃料での安定運転の
確認

未実施 KPI達成
(TRL10)

・実証運航試験の結果早期フィード
バック

達成可能
（65％)

4. アンモニア燃料船
の実船実証(メー
カーでの研究)

研究開発内容詳細 研究開発内容細目

A)１番船実証運航結
果のフィードバック

B)2番船実証運航の
フィードバック

C)3番船実証運航の
フィードバック
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案（研究開発内容詳細5-8）

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

アンモニア燃料タンクを搭載し
た最適配置、規則要件の成
立性の検証

現存しない
（TRL1)

KPI達成
（TRL8)

 船級規則による検証
 リスクアセスメントによるFeedback

実現可能
（80％）

5. アンモニア燃料タンクを
搭載した船体開発

研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細

船内アンモニア燃料ハンドリン
グ（補給、供給）システム配
管系統図の開発・作成

現存しない
（TRL1)

KPI達成
（TRL8)

 LPG船の実績
 既存の代替燃料との相違点明確化

実現可能
（80％）

6. 船内アンモニア燃料ハン
ドリングシステム

ガス・火災探知装置、通風装
置、防火要領図の開発・作成、
及び安全性検証のためのリス
クアセスメント実施

現存しない
（TRL1)

 LPG船/LNG燃料船の実績
 火災、漏洩、腐食等への対策検討
 検知器等の具体的・最適な配置検討
 関係者・有識者によるリスクアセスメント

7. 船内安全システム

各種試験を通じて、安全性だ
けでなく、オペレーション面での
検証も実施

 LPG船/LNG燃料船の実績
 試験方案作成時の検証
 実試験・実航海からのFeedback

8. 実船実証による研究開
発内容の検証

現存しない
（TRL1)

KPI達成
（TRL8)

KPI達成
（TRL9)

実現可能
（80％）

実現可能
（80％）
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案（実船実証・供給実証）

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

アンモニア燃料供給 未供給 安定供給 アンモニア燃料船複数隻確保を前提とした燃
料供給拠点整備

実現可能
(50%)

9. アンモニア燃料船の実船
実証（船主での研究）

研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細

アンモニア燃料船の発注 末発注 発注 用船契約の確保 実現可能
(70%)

アンモニア燃料船の安定運航 未就航 3か月安定運航 船舶管理体制の構築 実現可能
(90%)

アンモニア燃料船複数隻の確
保

未確保 複数隻確保 船種・船型確定、船台・用船契約の確保 実現可能
(50%)

10.アンモニア燃料の供給実
証

※伊藤忠のみ

アンモニア燃料供給拠点の整
備

未整備 整備 アンモニア燃料船複数隻確保 実現可能
(50%)
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2022 20232021 2024 2025 2026 2027 2028

2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

実施主体（研究開発内容詳細）・スケジュール
実施スケジュール

研究開発期間（実船実証含む）（国費負担有） 社会実装/商業運航
事業化

アンモニア燃料船国際ルール整備
② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

2. アンモニア燃料船の開発
ステージゲートKPI

実施主体

伊藤忠商事

研究開発内容詳細

10. アンモニア燃料の供給実証
アンモニア燃料供給拠点の整備

アンモニア燃料の供給実証 社会実装
商業運営

主機初号機納入 2号機納入 3号機納入

日本シップヤード
改善・Feedback

5. アンモニア燃料タンクを搭載し
た船体開発

6. 船内アンモニア燃料ハンドリン
グシステム

7. 船内安全システム

8. 実船実証による研究開発内
容の検証

概念設計 基本/機能設計 試験関連

船舶建造詳細仕様協議 アンモニア燃料船実船実証

概念設計 基本/機能設計 試験関連

概念設計 基本/機能設計 試験関連

1番船引渡 2番船引渡 3番船引渡

伊藤忠商事
川崎汽船
NSユナイテッド海運

9. アンモニア燃料船の実船実証
（船主での研究）

造船所との建造契約交渉
荷主との用船契約交渉

SOLAS代替承認
建造監督

アンモニア燃料船実船実証
社会実装
商業運航建造契約締結

複数隻確保

安定運航

NH3供給

三井E&Sマシナリー 1. アンモニア燃料タンク・燃料供
給システムの開発

2. 船外への排出物抑制技術の
開発

3. アンモニア燃料船特有の安全
性に関する開発

4. アンモニア燃料船の実船実証
（メーカーでの研究）

設計

製造・単体試験
カップリング運転

陸上試験

改善・Feedback

安全性に関する検証

設計

製造・単体試験

1番船
海上試験

アンモニア燃料船実船実証

事前検討 陸上試験
パイロット燃料（バイオ）

FeedbackFeedback

詳細1 細目A・B 詳細1 細目A・C
詳細2 細目A・B

詳細1 細目D・E
詳細3

詳細2 細目C
詳細4

リスクアセスメント

拠点整備

研究開発 補完要素
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2. 研究開発計画／（4）研究開発体制

各主体の特⾧を生かせる研究開発実施体制と役割分担を構築（コンソ実施体制）

実施体制図 各主体の役割と連携方法

研究開発内容 ② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

三井E&Sマシナリー

1. アンモニア燃料タンク・
燃料供給システムの
開発

2. 船外への排出物抑制
技術の開発

3. アンモニア燃料船特
有の安全性に関する
開発

4. アンモニア燃料船の実
船実証（メーカーでの
研究）

を担当

日本シップヤード

5. アンモニア燃料タンクを
搭載した船体開発

6. 船内アンモニア燃料ハ
ンドリングシステム

7. 船内安全システム
8. 実船実証による研究

開発内容の検証

を担当

伊藤忠商事
川崎汽船

NSユナイテッド海運

9. アンモニア燃料船の実
船実証（船主での研
究）

を担当

伊藤忠商事

10. アンモニア燃料の供給
実証

を担当

 各主体の役割
• 研究開発項目2 全体の取りまとめは、伊藤忠商事が行う
• 三井E&Sマシナリーは「アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発」、

「船外への排出物抑制技術の開発」、「アンモニア燃料船特有の安全性に
関する開発」、「アンモニア燃料船の実船実証(メーカーでの研究)」を担当す
る

• 日本シップヤードは「アンモニア燃料タンクを搭載した船体開発」、「船内アン
モニア燃料ハンドリングシステム」、「船内安全システム」、「実船実証による研
究開発内容の検証」を担当する

• 伊藤忠商事・川崎汽船・NSユナイテッド海運の3社は共同で「アンモニア燃
料船の実船実証（船主での研究）」を担当する

• 伊藤忠商事は「アンモニア燃料の供給実証」を担当する

 研究開発における連携方法
• 三井E&Sマシナリー・日本シップヤード・伊藤忠商事・川崎汽船・NSユナイ

テッド海運の5社は荷主要望を取り入れたアンモニア燃料船の船体開発及
び、代替承認手続を進める

• 伊藤忠商事・川崎汽船・NSユナイテッド海運の3社は共同で、建造造船所
よりアンモニア燃料船の引渡を受け、実船実証を実施し、後続船建造の為
に都度三井E&Sマシナリー・日本シップヤードに対し、フィードバックを行う

• 伊藤忠商事は複数隻のアンモニア燃料船を後ろ盾とし、アンモニア燃料供
給拠点を構築し、日本シップヤードとの間で燃料供給におけるインターフェー
スについて共同で検討し、実船実証においては伊藤忠商事・川崎汽船・NS
ユナイテッド海運の3社共同で保有・運航するアンモニア燃料船に対する燃
料供給実証を行う

研究開発項目 2. アンモニア燃料船の開発

事業規模 30億円 / 支援規模 20億円 (コンソ合計) 



29

2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細 競合他社に対する優位性・リスク活用可能な技術等

1. アンモニア燃料タンク・供
給システムの開発

 LNG供給装置設計
 メタノール焚機関・タンク・供給装置支給
 燃料弁(FBIV)製造実績
 陸上用アンモニアタンク製造実績
 LPG供給設備（新設中）
 船員トレーニング設備

 多彩な船型・機関型式対応実績
 船舶・主機関供給リードタイム

 コスト高(海外製と比較）
⇒ 競争力ある国内メーカの活用

2. 船外への排出物抑制技
術の開発

 LNG, エタン, メタノール焚機関の開発・製造実績
 SCR触媒の開発

 新機種開発実績
 主機関 世界シェア(21.3%)

国内シェア (69.5%)

 主機関ライセンス製品（海外との競合）
⇒ 供給システム含めたシステムエンジニアリングサービスの提供

3. アンモニア燃料船特有の
安全性に関する開発

 LNG, メタノールでのHAZID, HAZOP実施経験  タンク、供給装置、主機関を包括して三井E&Sマシナリーにて所掌

 アンモニア毒性・腐食性に対する追加要求
⇒ IMO、船級動向の継続的調査

4. アンモニア燃料船の実船
実証（メーカーでの研
究）

 二元燃料機関就航実績
 アフターサービス体制

 船主・傭船社を含めたコンソーシアム体制
 アフターサービスに対する顧客評価 高

 主機関開発の遅延
⇒ ステージゲート時点での細かなレビュー

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

二元燃料機関及びタンク・供給装置製造実績
 二元燃料機関の先行開発実績

 国内最大の機関生産量

写真:2,000㎥_W8m×H10m×L46.5m_340ton

陸上用アンモニアタンク

LNG用燃料供給装置高圧ポンプ
(MHP-3)

 タンク、供給装置製造実績
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

アフターサービス体制、トレーニング設備

 エンジンアフターサービスは、国内外の顧客から
高い評価を得ている

 エンジン、過給機のアフターサービス拠点を
燃料供給装置などにも活用予定

 トレーニング研修により乗船前に必要スキルを学習
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細 競合他社に対する優位性・リスク活用可能な技術等

5. アンモニア燃料タンクを搭
載した船体開発

 船級による代替燃料船ガイドライン
 LNG燃料船の検討実隻

 LNG燃料船の検討実績があること。

 アンモニアとしての経験不足

6. 船内アンモニア燃料ハンド
リングシステム

 LPG船建造実績  LPG船の建造実績があること

 アンモニアとしての経験不足

7. 船内安全システム  LPG船建造実績
 船級による代替燃料船ガイドライン

 LPG船の建造実績があること

 アンモニアとしての経験不足

8. 実船実証による研究開
発内容の検証

 LNG燃料船建造実績  LNG燃料船の建造実績があること

 アンモニアとしての経験不足

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細

9. アンモニア燃料船の実船
実証（船主での研究）

10.アンモニア燃料の供給実
証

※伊藤忠のみ

競合他社に対する優位性・リスク活用可能な技術等

 協議会、および、統合型プロジェクト推進による荷主との対
話を通じた⾧期用船契約獲得

 伊藤忠商事にて推進する燃料供給拠点整備

 実需に基づいた船舶発注及び、保有・運航
 アンモニア燃料船とアンモニア供給船のバンカリングインターフェース整合

性の確保及び、ブルー・グリーンアンモニアの安定供給

 燃料供給拠点整備の為、複数隻のアンモニア燃料船の確保が必要

 協議会、および、統合型プロジェクト推進による荷主およびア
ンモニア燃料生産者との対話を通じた、アンモニア燃料船複
数隻獲得、および、荷主の希望するアンモニア燃料手配への
布石

 造船・海運・燃料供給・燃料生産のすべてへの関与
 アンモニア燃料船とアンモニア供給船のバンカリングインターフェース整合

性の確保及び、ブルー・グリーンアンモニアの安定供給

 複数隻のアンモニア燃料船の確保が必要

優位性

リスク

優位性

リスク
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川崎汽船株式会社

3. イノベーション推進体制
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川崎汽船東京本社

GHG削減戦略グループを主導に関係会社を含めた連携

社⾧執行役員
明珍 幸一

船舶管理会社

Kline
RoRo

Bulk Ship
Management副社⾧執行役員

浅野 敦男

ドライバルク事業ユニット

船舶・先進技術・造船技術・GHG削減戦略・環境ユニット

造船技術グループ

安全品質管理グループ

常務執行役員
岩下 方誠

執行役員
造船技術グループ⾧委嘱

中野 豊久

常務執行役員
田口 雅俊

専務執行役員
綾 清隆

執行役員
藤丸 明寛

海事戦略グループ

GHG削減戦略グループ

GHG削減戦略チーム

グループ⾧・研究開発責任者
池田 真吾

チーム⾧
三好 良

3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

組織内の役割分担

組織内体制図

研究開発責任者と担当部署

• 研究開発責任者
– GHG削減戦略グループ⾧:次世代環境船舶戦略技術面統括を担当

• 担当部署
– GHG削減戦略チーム:次世代環境船舶戦略技術面統括を担当（専

任5人規模）
– 鉄鋼原料営業第一チーム:荷主対応（契約含む）・燃料関連（契約

含む）（専任7人規模）
• チームリーダー

– GHG削減戦略チーム⾧:LNG燃料船開発・導入プロジェクト等の実績
– 鉄鋼原料営業第一チーム⾧:LNG燃料ドライバルク船の傭船契約締結

業務等の実績

鉄鋼原料営業グループ

鉄鋼原料営業第一チーム

グループ⾧
三上 武志

チーム⾧
中山 隆一
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3. イノベーション推進体制／（2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

経営者等によるアンモニア燃料船導入への関与の方針

研究開発責任者
（GHG削減戦略グループ⾧）

池田 真吾

「代替燃料プロジェクト委員会」は社⾧執行役員
を委員⾧とし、また副委員⾧、委員も経営層が主
となっており、当社グループの次世代燃料や新技術
の検討を担う場。

研究開発責任者であるGHG削減戦略グループ⾧
は委員として当該委員会に参画しており、経営層
が定期的に事業進捗を把握するための仕組みと
なっている。
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3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業に位置づけ

経営戦略の中核にサステナビリティ経営を位置づけ、GHG削減戦略についても広く情報発信

2021年4月1日付で実施されたサステナビリティ経営推進体制強化の一環として、推進の実務を担う組織である「GHG削減戦略グループ」「サ
ステナビリティ推進・IR・広報グループ」「カーボンニュートラル推進グループ」の3グループを新設。
既存の組織である「環境推進グループ」「燃料グループ」「先進技術グループ」と併せ、サステナビリティの取り組みを加速。
中期経営計画でも掲げている「脱炭素・低炭素への取組みなど、環境技術の推進」についても広く情報発信していく。
本プロジェクトについてもプレスリリースを通し、社内外へアンモニア燃料船実現へ向けた当社の姿勢を表明。

サステナビリティマネジメント体制

プレスリリース（2021/6/11）
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3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

アンモニア燃料船建造に向けて、社内関係部署で連携
専門部署の設置経営資源の投入方針

 実施体制の柔軟性確保
- 社⾧執行役員を筆頭とした代替燃料委員会がアンモ

ニア燃料船プロジェクトを推進するプロジェクトチーム
（PT）社⾧がPTを直轄することで、機動的な取り組
みを確保。

- GHG削減戦略グループが統括として検討を進め、検
討内容に応じて関係部署（鉄鋼原料営業グループ、
安全品質管理、海自人材グループ）と連携していく。

- 竣工後、運航・保有となるタイミングでは、鉄鋼原料
グループに統括役を移行予定。

 人材・設備・資金の投入方針
- GHG削減戦略グループ⾧が研究開発責任者を担い、

GHG削減戦略チームにて、本プロジェクトを統括する。
- 環境投資枠での投資を検討。

 専門部署の設置
- 2021年4月に発足したGHG削減戦略グループが、

GHG低減のプロジェクト案件の窓口を担う体制が整う。

 専門部署以外との連携
- GHG削減戦略グループに加え、保有運航の統括の実

務を担う鉄鋼原料営業グループと共に検討テーマごと
に社内の専門部署と連携し、プロジェクトを推進する。
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川崎汽船株式会社

4. その他
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研究開発（技術）におけるリスクと対応

• 当社が担うのは実船実証の部分（NSY/MESと
共同）となるので、実船実証におけるリスクと対
応を下記する。

• リスク:アンモニア燃料供給システムのトラブルで
航行不可、ドックによる修理が必要となること。

• 対策①:乗組員が乗船前にアンモニア燃料供
給システム及びアンモニア焚き主機の取り扱い講
習を受ける。

• 対策②:適切かつ十分な予備品の確保

社会実装（経済社会）におけるリスクと対応

• 荷主とのアンモニア燃料船の⾧期用船契約が
締結できない

• 対策①:鉱山や製鉄所といった国内外の多
様な荷主にアプローチ

• 対策②:競争力のある船価のアンモニア焚き
燃料船を確保する

その他（自然災害等）のリスクと対応

• 不可抗力（Force Majeure）発生に伴う船
舶建造遅延

建造契約と用船契約を紐付け、契約に則って
適切に処理。

 事業中止の判断基準:

2028年までに商業運航が開始できないタイミングまで、荷主とのアンモニア燃料船の⾧期用船契約が締結ができなかった場合。

4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

リスクに対して十分な対策を講じるが、用船契約を締結出来ない場合には事業開始延期或いは中止も検討


